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1. はじめに

2026年6月に限定プレビューが開始され、同年7月に一般提供が開始されたOpenAIの最新AIモデ

ル「GPT-5.6」シリーズは、AIの能力に新たな飛躍をもたらしました 1  2 。特に、150万トー

クン（日本語で約300万文字）という長大なコンテキストウィンドウの実現と、複数のサブエー

ジェントを自律的に並列稼働させる「ultraモード」の搭載は、複雑で長時間の推論を必要とす

る専門業務に劇的な変化をもたらしつつあります 2  3 。

本レポートでは、このGPT-5.6のリリースが、特許、商標、意匠などの知的財産（知財）業務に

どのような影響を与えるかを、実務の効率化、法制度・権利化の課題、そして知財専門家の役

割変化という多角的な視点から分析・考察します。

2. GPT-5.6の主要機能と知財実務への直接的影響

GPT-5.6は、これまでの単一モデルから、用途とコストに応じた「Sol（フラッグシップ）」

「Terra（バランス型）」「Luna（高速・低価格型）」の3層（ティア）体制へと移行しました 2

。この進化は、知財実務の各プロセスに以下のようにもたらされます。

2.1 特許調査・IPランドスケープの劇的効率化

特許調査や分析は、生成AIの恩恵を最も受けている領域です 4 。GPT-5.6の150万トークンのコ

ンテキストウィンドウにより、数百件の特許公報や分厚い技術文書、さらには長大なプログラ

ムコードを一度に入力し、全体を俯瞰した分析が可能になりました 3 。

• 先行技術調査: J-PlatPat等の検索式の自動生成から、検索結果のスクリーニング、クレーム

チャートの作成までを一貫して支援できます。特に「ultraモード」を用いれば、AIが自律

的に複数データベースを横断検索し、関連性を評価してレポート化する作業が可能になりま

す 2  4 。

• IPランドスケープ: 競合他社の特許群を一括で読み込ませ、主要発明者や組織のリスト化、

技術動向の抽出などを数十分から1時間程度で完了させる事例が報告されています 4 。従

来数日から数週間を要した分析作業が劇的に短縮されます。

2.2 特許明細書作成における「協働モデル」の確立



特許明細書の作成においては、AIの能力向上により実用性が高まっています。最新の検証では、

Claude 3.7やGPT-5.6などの最先端モデルを用いることで、特許法第36条に準拠した明細書案

（数万文字規模）を約1時間で自動生成するシステムも構築されています 4 。

しかし、AIが完全に人間を代替するわけではありません。現在の実務家のコンセンサスは「人

間が独立クレームを作成し、AIが従属クレームと明細書の初稿（実施例など）を生成する」と

いう協働モデルです 4 。GPT-5.6の高度な推論能力（Solのmax reasoning effortなど）は、こ

の初稿作成の精度と技術的整合性を大幅に引き上げると期待されます。

2.3 商標・意匠実務への波及

商標実務においては、顧客からのヒアリング自動化や、ウィーン分類の画像認識による自動特

定など、すでに業務負担を3分の1に削減するような実用化が進んでいます 4 。

意匠実務においては、画像生成AIの進化と相まって、新たな課題が浮上しています。短時間で大

量のデザイン案が生成可能になったことで、第三者による「先回り大量生成・公開」が行わ

れ、真の創作者が新規性を喪失して意匠登録を受けられなくなるリスクが指摘されており、

2026年を目途とした意匠法改正の議論が進んでいます 4  5 。

3. 法制度および権利化における新たな課題

AIの能力が人間の専門家に肉薄、あるいは一部で凌駕するようになる中、現行の知財法制度と

の摩擦が顕在化しています。

3.1 AI発明と「発明者」の定義

AIが自律的に生成した発明（AI発明）に対して特許を付与できるかという問題は、国際的な議

論の的となっています。2024年5月の東京地裁判決、そして2025年1月の知財高裁判決におい

て、「特許法に規定する『発明者』は自然人に限られ、AIは発明者とはなり得ない」との判断が

示されました 6 。

GPT-5.6のultraモードのような自律型エージェントが高度な技術的解決策を提示した場合、そ

の成果物は現行法では特許保護の対象外となるリスクがあります。特許庁の「知的財産推進計

画2026」でもこの問題は重要課題と位置づけられており、AI時代の産業財産権制度のあり方に

ついて検討が急がれています 5  7 。

3.2 ネットワーク関連発明と属地主義の壁

GPT-5.6を含む高度なAIシステムは、多くの場合、海外のクラウドサーバー上で稼働します。従

来の特許法は「登録された国内のみ」に効力が及ぶ属地主義を原則としており、サーバーを海

外に設置することで日本の特許侵害を回避される問題が指摘されています 7 。クラウドやAIエ

ージェントを前提とした技術の権利保護には、国境を越えた新たな法的解釈や制度設計が求め

られています。



3.3 著作権とクリーンなデータセットの必要性

生成AIの学習データに関する著作権問題も深刻です。知的財産推進計画2026では、「生成AIの適

切な利活用等に向けた知的財産の保護及び透明性に関するプリンシプル・コード」の制定が言

及されています 5 。企業がGPT-5.6のようなAIを安全に業務利用するためには、著作権侵害の

リスクがない「クリーンなデータセット」の整備や、クリエイターへの対価還元システム（デ

ータインカムなど）の構築が不可欠とされています 5 。

4. 弁理士および知財部門の役割変化

生成AIの普及は、知財専門家（弁理士や企業の知財部員）の役割を根本から再定義しつつあり

ます。

4.1 「開発力・検索力」から「課題発見力・戦略構築力」へ

従来、特許検索のスキルや明細書の記述スピードが専門家の価値の一部を構成していました

が、これらの定型業務はGPT-5.6のようなAIによって平準化・自動化されます 8 。今後求めら

れるのは、AIには代替できない「ドメイン知識」です 8 。

具体的には、クライアントの事業戦略と技術動向を統合して「何を特許化すべきか」を見極め

る課題発見能力や、審査官との折衝経験に基づく権利範囲の設計、そしてAIの出力を法的に評

価・修正する能力が、弁理士の核心的価値となります 8 。

4.2 AI活用における善管注意義務とリスク管理

日本弁理士会が2025年4月に公表した「弁理士業務 AI 利活用ガイドライン」では、AIの生成物

をそのままクライアントに提供することは善管注意義務違反に問われる恐れがあると警告して

います 9 。

GPT-5.6はハルシネーション（事実誤認）を大幅に低減していますが、ゼロではありません 2

。存在しない特許番号の捏造などを防ぐため、専門家による厳密なファクトチェックが不可欠

です 4  9 。また、未公開発明をAIに入力することによる守秘義務違反や新規性喪失のリスク

管理も、知財部門の重要な責務となります 4  9 。

5. 結論

ChatGPT-5.6のリリースは、知財業務に「圧倒的な効率化」と「法制度の限界」という二面性の

影響をもたらしています。

実務面では、長文処理能力と自律型エージェント機能により、特許調査や明細書作成の初稿作

成が劇的に高速化され、知財部門はより戦略的な業務にリソースを集中できるようになりま

す。一方で、AI発明の権利化可否や、海外サーバーを経由する侵害の捕捉、学習データの著作

権問題など、AIの進化スピードに法制度が追いついていない現状も浮き彫りになっています。



知財専門家にとって、GPT-5.6は脅威ではなく強力なパートナーです。AIを単なる効率化ツール

としてだけでなく、自らの専門性（ドメイン知識、戦略的思考、リスク管理能力）を拡張する

ための基盤として活用し、「人間とAIの協働モデル」を確立することが、これからの知財業務に

おける最大の成功要因となるでしょう。
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